
香南市水道事業経営戦略(令和７年３月改定版）概要
１．改定の趣旨と位置づけ

香南市水道事業は、昭和37年の供用開始以来、安心で安定した水の供給を通じて地域
の生活と産業活動を支え、人々の健康と福祉を守る重要な公共サービスとして運営し
てきました。しかしながら、人口減少や少子高齢化の進行、さらには気候変動による
水資源のリスク増加、設備の老朽化、維持管理コストの増大といった多様な課題が水
道事業を取り巻いています。
このため、本市では平成29年度に経営の健全化に向けて経営戦略策定を行いました。
今回は、その戦略を見直し、水道事業の根幹である「安定供給」「安全確保」「環境
保全」の観点から、地域社会と共生する事業運営の実現に向けて具体的な目標と施策
を定めていきます。

1）趣旨

３）計画期間
今回の改定にあたり、計画期間を令和７年度から令和16年度の10年間とします。

２-１．給水の状況

２-３．料金の状況
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経営戦略（現行版）

経営戦略（改定版）

２）位置づけ

本市市政の最上位方針計画である「香南市振興計画」を上位計画として位置づけ、
都市計画に関する基本的な方針を示した「香南市都市計画マスタープラン」や公共
施設の将来におけり維持管理等の考え方を占め知った「香南市公共施設等総合管理
計画」のほか、環境・防災などの各分野における本市の計画との整合性を図ります。

給水人口の推移 給水水量の推移

給水人口は、令和元年度から令和５年度にかけて463人（△1.4％）減少しています。
また、それに比例して給水水量も減少傾向にあります。
本市の総人口は、令和27年には令和２年よりも約２割減少し、24,703人程度になる
ことが見込まれており、収益の確保に対する課題を抱えています。

２-２．事業概要や取組の状況

1）事業概要

２）取組の状況

現在の料金体系（令和６年４月時点） 料金収入の推移

料金体系は、「基本料金」と「従量料金」
の２部から構成される２部料金制を採用し
ています。
また、令和４年度と５年度の料金収入が低
い要因は、新型コロナウイルス感染症拡大
により減免措置を実施したためです。

２-４．組織の状況

組織図（令和６年４月時点）

上下水道課の職員は18名となっており、このうち水道事業に関わる職員数は、課長・課長
補佐・課長補佐兼係長を除いて、事務職５名（平均年齢39歳）、技術職５名（平均年齢
31歳）となっています。

●老朽化施設の更新：安定した水道水の供給を目的として、計画的に老朽化した配水池
や水道管の更新を行っています。

●耐震化の取組：地震等の災害による断水を防ぐため、順次耐震性のある構築物や水道
管を導入しています。

●簡易水道事業の統合：令和２年度から簡易水道事業を統合し、本市の水道事業全体を
同一会計で把握できるようになりました。

●公営企業会計の適用：令和２年度から地方公営企業法の財務規定等を適用し、公営企
業会計による事業運営を行うことで、経営基盤の強化に取り組
んでいます。



２-５．経営の状況

1）収支の状況

経常収益で経常費用をどれだけ賄うことができたのかを示す指標である経常収支比
率は、100％を超えており、安定しています。また令和４年度の料金回収率につい
ては全国及び四国類似団体平均は上回っていますが、近隣団体を下回っています。

２）その他主要指標の状況

経営の安全性を示す流動比率は、一般的に100％以上が必要とされる指標ですが、令
和５年度ではこの水準を下回っています。また企業債残高は給水収益の約636％とや
や高い水準となっています。

経営戦略の推進のため、毎年度進捗管理（モニタリング）
を行います。また、計画期間は令和７年度～令和16年度の
10年間ですが、５年後の令和12年度に見直し（ローリン
グ）を行う予定です。また、見直しの際に評価・分析を行
い、その結果を経営戦略に反映させるPDCAサイクルを導入
し、目標の達成状況や見直した経営戦略を住民のみなさま
へ公表し、更なる経営の健全化に取り組みます。

３．経営理念と基本方針

４）目標指標一覧

５．経営戦略の事後検証、更新等に関する事項

経常収支比率の推移 令和４年度 料金回収率の他団体比較 流動比率の推移 企業債残高対給水収益比率

４．投資財政計画

１）料金回収率

２）資金残高と流動比率

3）投資財政計画（主要項目）※R8年度+15％、R12年度+10％料金改定の場合1）基本理念

持続：供給体制の持続性確保
安全：安全の確保
強靭：確実な給水確保

2）基本方針


